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コラム

も く じ

ススキと夕景（長野県野
の

沢
ざわ

温
おん

泉
せん

村
むら

）

野沢温泉村は日本の夕陽百選に選
ばれており、毛無山にあるスキー場
のゲレンデ中腹、温泉街を一望する
標高950mの高台には、すすき野原
が広がる見晴し台がある。空一面を
オレンジ色に染めながら北信五岳
に沈む夕陽が眺められる人気スポッ
トとして地元の人々に愛されている。

写真キャプション

北
陸
の
あ
る
県
を
訪
れ
た
と
き
、
稲
作
大
規
模
経

営
者
か
ら
「
ま
さ
か
こ
ん
な
こ
と
に
な
る
と
は
」
と

い
う
声
を
聞
い
た
。

個
人
経
営
で
、
畦
畔
管
理
も
水
路
管
理
も
引
き
受

け
て
60
ha
規
模
に
拡
大
し
た
が
、後
継
者
が
い
な
い
。

70
歳
に
な
り
、地
権
者
に
農
地
を
返
そ
う
と
し
た
ら
、

相
手
は
す
で
に
世
代
交
代
。
地
権
者
の
息
子
の
多
く

は
農
業
未
経
験
の
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
で
農
業
機
械
も
な

い
。
地
図
を
見
せ
て
も
、「
う
ち
の
農
地
は
ど
こ
？
」。

今
さ
ら
農
地
を
返
し
て
も
荒
れ
る
の
は
目
に
見
え
て

い
る
。

そ
の
話
を
、他
県
の
稲
作
経
営
法
人
の
先
駆
者
で
、

現
在
は
自
治
体
幹
部
も
務
め
て
い
る
知
人
に
し
た
と

こ
ろ
、「
同
じ
よ
う
な
話
を
こ
の
地
域
で
も
聞
い
て

い
る
」
と
の
こ
と
。
も
ち
ろ
ん
、
集
落
営
農
組
織
も

後
継
者
確
保
に
は
苦
労
し
て
い
る
が
、
と
く
に
、
一

匹
狼
で
規
模
拡
大
し
て
き
た
個
人
経
営
者
の
場
合
、

地
権
者
だ
け
で
な
く
地
域
と
の
関
係
が
希
薄
な
ケ
ー

ス
が
多
い
と
心
配
し
て
い
た
。

70
年
代
以
降
の
農
地
流
動
化
推
進
の
中
、
稲
作
の

作
業
受
託
か
ら
借
地
型
大
規
模
経
営
に
発
展
し
て
き

た
法
人
や
個
人
経
営
者
は
多
い
。
国
の
農
政
も
後
押

し
し
た
し
、
メ
デ
ィ
ア
も
、
稲
作
新
時
代
の
旗
手
と

し
て
取
り
上
げ
て
き
た
。

そ
の
創
業
者
た
ち
が
今
、
こ
ぞ
っ
て
リ
タ
イ
ア
時

期
を
迎
え
て
い
る
。
長
期
戦
略
で
経
営
移
譲
の
準
備

を
し
て
き
た
経
営
者
も
い
る
が
、
そ
う
で
は
な
い
個

人
の
経
営
者
で
、
農
地
の
受
け
手
を
今
も
探
し
あ
ぐ

ね
て
い
る
ひ
と
は
多
い
の
で
は
な
い
か
。

50
ha
以
上
の
大
規
模
に
な
る
と
、
受
け
手
は
近
く

の
個
人
農
家
と
い
う
わ
け
に
は
い
か
な
い
。
た
だ
で

さ
え
農
村
人
口
は
減
っ
て
い
る
。
そ
れ
だ
け
の
農
地

と
設
備
、
そ
れ
に
伴
う
負
債
を
引
き
受
け
ら
れ
る
大

規
模
稲
作
法
人
が
な
け
れ
ば
、
今
度
は
個
人
で
は
な

く
地
域
が
、
そ
の
受
け
皿
づ
く
り
と
い
う
新
た
な
課

題
を
抱
え
る
こ
と
に
な
る
。

さ
て
、
こ
れ
は
誰
の
せ
い
な
の
か
？

地
権
者
の
責
任
。
耕
作
者
の
責
任
。
そ
し
て
農
地

の
流
動
化
を
推
進
し
な
が
ら
「
そ
の
後
」
の
持
続
性
・

地
域
性
へ
の
配
慮
を
欠
い
た
農
政
の
責
任
。
そ
れ
ぞ

れ
あ
る
と
思
う
。
今
後
、
地
域
の
農
地
を
誰
が
担
う

の
か
、
改
め
て
そ
れ
ぞ
れ
が
当
事
者
意
識
を
持
ち
、

こ
の
課
題
に
向
き
合
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
時
期
が

近
づ
い
て
い
る
。

大
規
模
経
営
の「
そ
の
後
」を
、誰
が
担
う
の
か
？

農
業
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ス
ト
・
明
治
大
学
客
員
教
授

榊さ
か
き

田だ

　
み
ど
り

自
由
民
主
党 

総
務
部
会
関
係
合
同
会
議
に
荒
木
会
長
が
出
席
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
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⑵

緊
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自
然
災
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防
止
対
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い
て
＝
総
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自
治
財
政
局　

地
方
債
課
�
�
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「
地
域
循
環
共
生
圏
」
の
考
え
方
を
活
用
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
課
題
解
決
へ
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光
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地
方
六
団
体
を
代
表
し
て
、
上
田
清
司

全
国
知
事
会
長
（
埼
玉
県
知
事
）
は
、
は

じ
め
に
地
方
の
安
定
的
な
財
政
運
営
に
必

要
な
地
方
交
付
税
等
の
一
般
財
源
総
額
の

確
保
・
充
実
に
つ
い
て
、
地
方
創
生
・
人

口
減
少
対
策
を
は
じ
め
、
福
祉
・
医
療
、

防
災
・
減
災
事
業
な
ど
、
地
方
の
実
情
に

沿
っ
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
担
う
た
め
に
は

不
可
欠
で
あ
る
と
し
、
令
和
2
年
度
の
地

方
財
政
計
画
の
策
定
に
お
け
る
、
一
般
財

源
総
額
の
確
保
・
充
実
を
要
請
。
ま
た
、

地
方
消
費
税
率
10
％
段
階
に
施
行
さ
れ
る

新
た
な
偏
在
是
正
措
置
に
よ
り
生
じ
る
財

源
に
つ
い
て
、
そ
の
全
額
を
歳
出
と
し
て

新
た
に
計
上
す
る
こ
と
で
、
実
効
性
の
あ

る
措
置
と
な
る
よ
う
求
め
た
。

地
方
創
生
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
第
２

期
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦

略
」
の
策
定
に
あ
た
っ
て
、
地
方
の
意
見

を
十
分
反
映
し
、
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・

０
の
実
現
な
ど
社
会
変
化
を
見
据
え
た
戦

略
と
な
る
よ
う
求
め
た
ほ
か
、
条
件
不
利

地
域
の
通
信
基
盤
の
確
実
な
整
備
な
ど
５

Ｇ
の
利
活
用
に
お
い
て
都
市
と
地
方
に
格

差
を
生
じ
さ
せ
な
い
た
め
の
万
全
の
対

策
、
１
兆
円
の
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
事
業
費
」
の
拡
充
・
継
続
、
今
年
度

適
用
期
限
が
到
来
す
る
「
地
方
強
化
拠
点

税
制
」
や
「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
」
の

制
度
の
継
続
と
さ
ら
な
る

拡
充
を
訴
え
た
。
さ
ら
に
、

令
和
3
年
3
月
末
日
に
期

限
切
れ
と
な
る
「
過
疎
地

域
自
立
促
進
特
別
措
置

法
」
に
つ
い
て
、
総
合
的

な
過
疎
対
策
を
推
進
す
る

た
め
の
新
た
な
法
律
の
制

定
を
要
請
し
た
。

次
世
代
を
担
う
「
人
づ

く
り
」
関
連
で
は
、
幼
児

教
育
の
無
償
化
に
係
る
来

年
度
以
降
の
地
方
負
担
に

つ
い
て
、
国
と
地
方
の
協
議
を
踏
ま
え
、

必
要
な
財
源
を
一
般
財
源
総
額
の
同
一
水

準
ル
ー
ル
の
外
枠
で
全
額
措
置
し
確
実
に

確
保
す
る
こ
と
を
求
め
た
。

防
災
・
減
災
対
策
の
推
進
と
強
靱
な
国

土
づ
く
り
に
つ
い
て
は
、
道
路
、
河
川
な

ど
の
社
会
資
本
整
備
を
集
中
的
に
推
進
で

き
る
よ
う
、
ま
た
地
方
に
お
い
て
も
計
画

的
に
防
災
・
減
災
対
策
に
取
り
組
め
る
よ

う
、
国
土
強
靱
化
な
ど
を
加
速
す
る
た
め

の
財
源
の
十
分
な
確
保
を
求
め
る
と
と
も

に
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
や
公
共
施

設
等
適
正
管
理
事
業
債
に
つ
い
て
は
、
地

方
の
実
情
を
踏
ま
え
、
拡
充
や
延
長
を
検

討
す
る
よ
う
要
請
し
た
。

最
後
に
、
税
関
連
と
し
て
、
ゴ
ル
フ
場

利
用
税
は
ア
ク
セ
ス
道
路
の
整
備
や
維
持

管
理
な
ど
地
方
特
有
の
行
政
需
要
に
対
応

　

自
由
民
主
党
は
8
月
28
日
、
党
本
部
で
総
務
部
会
関
係
合
同
会
議
を
開
催

し
、
令
和
2
年
度
予
算
概
算
要
求
及
び
税
制
改
正
を
と
り
ま
と
め
る
に
あ
た

り
、
地
方
六
団
体
等
か
ら
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
た
。
本
会
か
ら
は
荒
木
泰
臣

会
長
（
熊
本
県
嘉
島
町
長
）
が
出
席
し
た
。

▲会議に出席した荒木会長

自
由
民
主
党 

総
務
部
会
関
係
合
同
会
議
に

荒
木
会
長
が
出
席

地
方
六
団
体
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し
て
お
り
、
財
源
の
乏
し
い
市
町
村
の
貴

重
な
財
源
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
強
調
。

代
わ
り
と
な
る
恒
久
的
か
つ
安
定
的
な
財

源
は
あ
り
得
ず
、
引
き
続
き
現
行
制
度
を

堅
持
す
る
よ
う
強
く
求
め
、
意
見
陳
述
を

締
め
括
っ
た
。

地
方
六
団
体
等
か
ら
の
要
望
の
後
、
挨

拶
に
立
っ
た
石
田
真
敏
総
務
大
臣
は
、「
東

京
一
極
集
中
に
よ
る
地
方
の
疲
弊
は
限
界

に
近
く
、
早
急
に
対
応
し
て
い
か
ね
ば
な

ら
な
い
。
ま
た
、
災
害
リ
ス
ク
の
問
題
、

今
後
の
高
齢
者
の
対
応
の
問
題
、
イ
ン
フ

ラ
維
持
の
限
界
の
問
題
と
い
っ
た
課
題
に

も
早
急
に
対
応
し
て
い
か
ね
ば
な
ら
な

い
。
一
方
、
地
方
の
疲
弊
に
つ
い
て
は
、

若
い
人
た
ち
の
意
識
の
変
化
や
地
方
回
帰

の
流
れ
な
ど
明
る
い
兆
し
が
い
く
つ
か
見

え
て
い
る
。
こ
れ
を
地
方
の
再
生
の
チ
ャ

ン
ス
に
し
て
い
か
ね
ば
な
ら
な
い
。
同
時

に
、
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０
時
代
と
い

う
言
葉
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
な
新
し
い
技

術
革
新
が
起
こ
っ
て
お
り
、
ど
こ

に
い
て
も
世
界
に
繋
が
っ
て
仕
事

が
で
き
、
ど
こ
に
い
て
も
一
定
以

上
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
る
時

代
が
始
ま
り
つ
つ
あ
る
。
こ
う
い

う
こ
と
に
し
っ
か
り
取
り
組
む
こ

と
に
よ
り
、Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・

０
時
代
の
持
続
可
能
な
地
域
社
会

の
構
築
を
目
指
し
て
ま
い
り
た

い
」
と
述
べ
た
。

続
け
て
、
令
和
２
年
度
に
向
け
た
総
務

省
重
点
施
策
「
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０

時
代
の
持
続
可
能
な
地
域
社
会
の
構
築
」

に
つ
い
て
説
明
。
①
東
京
一
極
集
中
の
是

正
と
地
域
の
活
性
化
、
②
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ

ｙ
５
・
０
時
代
の
地
域
社
会
、
③
安
定
的

な
地
方
行
財
政
基
盤
の
確
保
、
④
防
災
減

災
・
復
旧
復
興
、
⑤
持
続
可
能
な
社
会
基

盤
の
確
保
の
5
つ
の
柱
に
言
及
し
、
こ
れ

ら
に
必
要
な
額
を
確
保
す
べ
く
、
し
っ
か

り
と
取
り
組
ん
で
い
く
と
し
た
。

最
後
に
、「
地
方
団
体
に
と
っ
て
大
き
な

関
心
事
項
で
あ
る
一
般
財
源
総
額
に
つ
い

て
、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
を
踏
ま
え
、

し
っ
か
り
確
保
す
る
と
と
も
に
、
地
方
税

関
係
に
つ
い
て
も
、
充
実
確
保
、
さ
ら
に

は
税
源
の
遍
在
性
が
小
さ
く
、
税
収
が
安

定
的
な
体
制
を
構
築
し
、
地
方
の
皆
さ
ま

の
期
待
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
な
内
容
に
し

て
い
き
た
い
」
と
述
べ
、
総
務
省
関
係
予

算
全
般
に
わ
た
る
支
援
と
協
力
を
求
め
た
。▲挨拶を述べる石田大臣

・「町村 .com」は、町村関係者の方だけがご利用
いただける専用ページです。
  ご覧になる際は、所定のパスワードが必要にな
ります。

・ユーザー名とパスワードは、各町村にお知らせ
済み（平成18年9月27日付）ですが、 お問い合わせ
は、全国町村会広報部（kouhou@zck.or.jp）まで
お願いいたします。

　全国町村会では、全国の町村との連携を密にし、町村長と町村職員のみなさんの情報収集の利便
性を向上させるため、町村専用ページ「町村.com」を開設しています。
　「町村 .com」では、全国町村会の活動状況や中央省庁などの政策情報を随時ご提供しているほか、
全国の町村の先進的な取り組み事例をはじめ、各種統計資料など様々なデータも公表しています。
　私どもは、「町村 .com」が町村関係者にとって真に役立つホームページとなることを目指し、こ

れからも充実をはかっていきたいと考え
ています。ご覧になったご感想・ご意見を、
下記のメールアドレスにお寄せください。

kouhou@zck.or.jp
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１　

本
事
業
債
の
趣
旨
等

近
年
、
各
地
で
地
震
や
豪
雨
な
ど
大
規

模
な
自
然
災
害
が
相
次
ぐ
中
、
国
民
の
生

命
・
財
産
を
守
る
防
災
・
減
災
、
国
土
強

靱
化
の
重
要
性
は
よ
り
一
層
増
し
て
お

り
、喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、

重
要
イ
ン
フ
ラ
が
自
然
災
害
時
に
そ
の
機

能
を
維
持
で
き
る
よ
う
、
平
時
か
ら
万
全

の
備
え
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
こ

の
よ
う
な
中
、
全
国
的
に
重
要
な
イ
ン
フ

ラ
に
関
す
る
緊
急
点
検
が
実
施
さ
れ
る
と

と
も
に
、
そ
の
結
果
等
も
踏
ま
え
、
特
に

緊
急
に
実
施
す
べ
き
対
策
に
つ
い
て
、
平

成
30
年
度
か
ら
令
和
２
年
度
ま
で
の
３
か

年
で
集
中
的
に
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
、

政
府
に
お
い
て
「
防
災
・
減
災
、
国
土
強

靱
化
の
た
め
の
３
か
年
緊
急
対
策
」（
以

下
「
３
か
年
緊
急
対
策
」
と
い
う
。）
が

と
り
ま
と
め
ら
れ
た
。

地
方
に
お
け
る
防
災
・
減
災
の
取
組
が

極
め
て
重
要
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、「
３

か
年
緊
急
対
策
」
と
連
携
し
つ
つ
、
地
方

単
独
で
実
施
す
る
防
災
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

を
推
進
す
る
た
め
、
新
た
に
緊
急
自
然
災

害
防
止
対
策
事
業
を
創
設
し
、
令
和
元
年

度
地
方
財
政
計
画
に
３
、
０
０
０
億
円
を

計
上
す
る
と
と
も
に
、
令
和
元
年
度
地
方

債
計
画
に
緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業

債
３
、
０
０
０
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

ま
た
、
本
事
業
債
の
具
体
的
な
財
政
措

置
に
つ
い
て
は
、
充
当
率
を
１
０
０
％
と

し
、
元
利
償
還
金
の
70
％
に
対
し
て
公
債

費
方
式
に
よ
り
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
本
事
業
債
の
事
業
期
間
は
、

「
３
か
年
緊
急
対
策
」
の
期
間
と
合
わ
せ
、

令
和
２
年
度
ま
で
と
し
て
い
る
（
資
料
１

参
照
）。

２　

本
事
業
債
の
対
象
事
業

大
規
模
な
自
然
災
害
が
相
次
ぐ
中
、
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
地
域
を
つ
く
る
た
め
、

災
害
の
発
生
を
予
防
し
、
又
は
災
害
の
拡

大
を
防
止
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
地

方
自
治
体
が
策
定
す
る
「
緊
急
自
然
災
害

防
止
対
策
事
業
計
画
」
に
基
づ
き
実
施
さ

れ
る
治
山
、
砂
防
、
地
す
べ
り
、
河
川
、

林
地
崩
壊
、
急
傾
斜
地
崩
壊
、
農
業
水
利

施
設
、
海
岸
保
全
、
湛
水
防
除
、
特
殊
土

壌
、
地
盤
沈
下
対
策
、
港
湾
防
災
、
漁
港

防
災
、
農
道
防
災
、
林
道
防
災
及
び
都
市

公
園
防
災
に
係
る
国
庫
補
助
事
業
の
要
件

を
満
た
さ
な
い
地
方
単
独
事
業
を
対
象
と

し
て
い
る
。

ま
た
、「
３
か
年
緊
急
対
策
」
の
期
間

で
あ
る
令
和
２
年
度
ま
で
に
完
了
す
る
事

業
が
対
象
に
な
る
と
と
も
に
、「
３
か
年

緊
急
対
策
」
と
直
接
関
連
し
な
い
事
業
で

あ
っ
て
も
対
象
に
な
る
点
に
は
留
意
が
必

要
で
あ
る
。

３　

緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
計
画

⑴　

計
画
の
記
載
事
項

本
事
業
債
を
活
用
す
る
に
は
既
述
の
と

お
り
緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
計
画

を
策
定
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
計
画
に

は
、
事
業
の
内
容
、
実
施
期
間
、
財
源
、

事
業
の
必
要
性
・
緊
急
性
等
を
記
載
す
る

必
要
が
あ
る
。
特
に
、
事
業
の
必
要
性
・

緊
急
性
に
関
し
て
は
、
事
業
を
実
施
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
必
要
性
や
緊
急
性
に
つ

い
て
記
載
す
る
必
要
が
あ
る
が
、そ
の
際
、

以
下
の
①
～
③
は
必
ず
記
載
す
る
必
要
が

あ
る
の
で
留
意
が
必
要
で
あ
る
（
資
料
２

参
照
）。

①�　

自
然
災
害
が
発
生
し
た
場
合
の
事

業
の
対
象
と
な
る
地
域
（
地
域
防
災

計
画
上
、
災
害
発
生
時
に
危
険
な
区

域
と
し
て
指
定
さ
れ
て
い
な
い
区
域

を
含
む
。）
の
危
険
性

②�　

事
業
の
対
象
と
な
る
施
設
に
つ
い

て
、
こ
れ
ま
で
防
災
・
減
災
面
で
の

点
検
を
実
施
し
て
い
る
場
合
は
、
当

該
点
検
の
結
果

③�　

事
業
の
対
象
と
な
る
施
設
の
個
別

施
設
計
画
の
策
定
状
況

　

国
の
「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
３
か
年
緊
急
対
策
」（
平

成
30
年
12
月
14
日
閣
議
決
定
）
と
連
携
し
つ
つ
、
地
方
単
独
で
実
施
す
る
防

災
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
を
推
進
す
る
た
め
、
本
年
度
、
緊
急
自
然
災
害
防
止
対

策
事
業
債
を
創
設
し
た
。
以
下
、
本
事
業
債
の
概
要
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
債
に
つ
い
て

総
務
省　

自
治
財
政
局　

地
方
債
課

町 村 週 報（第三種郵便物認可）
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資料１　緊急自然災害防止対策事業債について

資料２　緊急自然災害防止対策事業計画について＜記載例＞

緊急自然災害防止対策事業債（充当率100％）

対象事業

緊急自然災害防止対策事業債について

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成30年12月14日閣議決定）と連携しつつ、

地方が単独事業として実施する防災インフラの整備を推進するため、新たに「緊急自然災害防止対策事業債」

を創設（事業期間は、令和元年度・令和２年度の２か年）。

災害の発生予防・拡大防止を目的として、地方自治体が策定する「緊急自然災害防止対策事業計画」に

基づき地方単独で実施する防災インフラの整備事業

※「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に基づく国直轄・補助事業と直接関連しないものも対象

【対象施設】治山、砂防、地すべり、河川（護岸、堤防、排水機場等）、林地崩壊、急傾斜地崩壊、農業水利施設（ため池、

揚水・排水機場、水路等）、海岸保全、湛水防除、特殊土壌、地盤沈下対策、港湾・漁港防災、農道・林道防災、都市公園防災

財政措置

元利償還金の70％を地方交付税措置 一般財源

○小規模河川の護岸改修 ○山腹斜面の法面対策 ○ため池の堤体補強工事

【参考】対象事業（例）

緊急自然災害防止対策事業計画について＜記載例＞

事業名 対象施設の区分

事業の内容
（施工場所（所在地））

実施期間

事業費 地方債 その他特定財源

2019年度 150,000 150,000 0

2020年度 200,000 200,000 0

計 350,000 350,000 0

事業の必要性、緊急性

＜参考＞国庫補助対象とならない理由

●●川河川改修事業 河川

・市内を流れる●●川は、過去にも台風による大雨等に際し、幾度となく堤防決壊等による氾濫を繰り
返してきており（例：昭和50年、平成６年）、●●川よりも低位にある●●地区等が浸水し、同地区等
の多数の家屋に浸水被害が生じるとともに、学校等をはじめとした公共施設にも大きな浸水被害が生じ
てきた。

・平成30年度に、市が所有・管理する河川管理施設について、市独自の一斉点検を行った結果、今後想
定される大雨等が発生した際、現在の河道や排水機場の状態では、過去に生じたような浸水被害が再び
発生する可能性があることが判明したところ。

・今回整備する河川管理施設については、個別施設計画は未策定であり、令和元年度中に策定予定だ
が、上記の状況から、緊急に河道掘削と排水機場の追加整備を実施する必要がある。

防災・安全交付金の総合流域防災事業の対象工事とならない総事業費４億円未満の準用河川に係る河川改修事業であるため。

○○市が管理する●●川に係る河道掘削、排水機場の整備を行うもの。
（○○市●●地区）

2019年11月～2021年３月

財源
（単位：千円）

一般財源

0

0

0

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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事 務 連 絡  

平成 31 年４月１日  

 

各都道府県河川関係所管課 

各都道府県財政担当課 

各都道府県市区町村担当課  御中 

各指定都市河川関係所管課 

各指定都市財政担当課 

 

国土交通省水管理・国土保全局治水課  
国土交通省水管理・国土保全局河川環境課流水管理室  
総 務 省 自 治 財 政 局 調 整 課  

       総 務 省 自 治 財 政 局 地 方 債 課  
 

緊急自然災害防止対策事業債における 

河川に係る事業の取扱いについて（周知） 

 

平成 31 年度地方債同意等基準（平成 31 年総務省告示第 173 号）等に定める

とおり、地方公共団体が緊急自然災害防止対策事業計画に基づき、災害の発生予

防・拡大防止に取り組んでいけるよう、緊急自然災害防止対策事業債を創設した

ところです。 

本事業債のうち、河川に係る事業（以下「本事業」という。）については、国

土交通省と総務省が協調し、下記のとおり取り扱うこととしておりますので、各

地方公共団体におかれては、適切に対処されるようお願いします。 

 なお、各都道府県におかれては、本事務連絡の内容について、貴都道府県内の

市区町村（指定都市除く。）に対しても周知されるようお願いします。 

 

記 

 

１ 制度概要 

（１）対象施設 

護岸、堤防、排水機場、水門、樋門・樋管、ダム等の河川に係る施設及び 

河道 

（２）対象事業 

災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止することを目的として、地方 

公共団体が策定する緊急自然災害防止対策事業計画に基づき実施される地 

（別紙） 

 

緊急自然災害防止対策事業債における河川に係る事業の手続 

【都道府県・指定都市が施設管理者の場合】

【市区町村が施設管理者の場合】

総務省

国土交通省

事業説明① 　　 連絡⑤

事業計画提出②

確認③

連絡④

起債手続⑥

交付税基礎
数値報告

都道府県
指定都市

〔財政担当部局〕

都道府県
指定都市

〔河川担当部局〕

都道府県

事業計画提出④

確認⑤

連絡⑥

国土交通省
〔河川担当部局〕

 連絡調整③

都道府県
起債手続⑩

総務省
〔市区町村担当部局〕 交付税基礎

数値報告

市区町村

〔河川担当部局〕

市区町村
〔財政担当部局〕

事業計画の提出②

連絡⑦

　　 連絡⑧事業説明①

起債手続⑨

 

方単独事業（国庫補助事業の要件を満たさない事業を対象）。 
 

（国庫補助事業の要件を満たさない事業の例） 

ア 河川（ダムに関する事業を除く。）に関する事業 

○ 国庫補助事業の要件を満たさない総事業費の一級河川、二級河川又 

 は準用河川に係る河川改修 

（例） 

・ 防災・安全交付金の広域河川改修事業の対象工事とならない総事 

業費 10 億円未満の一級河川、二級河川に係る河川改修 

・ 防災・安全交付金の総合流域防災事業の対象工事とならない総事 

業費４億円未満の準用河川に係る河川改修 

○ 普通河川に係る河川改修 

○ 国庫補助事業の要件を満たさない容量の雨水貯留浸透施設の整備 

   （例） 

・ 防災・安全交付金の流域貯留浸透事業での対象工事とならない 

500 ㎥未満の容量の雨水貯留浸透施設の整備 等 

  イ ダムに関する事業 

総事業費が概ね４億円未満のダム周辺設備（観測設備、通報設備、警報 

設備等）の改良及び貯水池周辺（地すべり等）の地山安定のための工事等 

（３）財政措置 

   充当率 100％、元利償還金に対する交付税措置率 70％ 

（４）事業期間 

平成 31 年度及び平成 32 年度 

 

２ 緊急自然災害防止対策事業債における手続（別紙参照） 

（１）施設管理者は、緊急自然災害防止対策事業計画（河川に係る事業分）を、 

国土交通省に提出する。 

（２）国土交通省は、当該年度の地方単独事業について、１（２）の対象事業に 

該当することを確認する。 

（３）国土交通省は、（２）の確認が完了したときは、施設管理者に連絡する。 

（４）施設管理者は、（３）の連絡を踏まえ、総務省へ事業に係る起債届出・ 

  協議等を行う（総務省においても１（２）の対象事業に該当することの確認 

を行う。）。 

（５）市町村が実施する場合の（１）～（４）の手続については、都道府県を 

経由して行う。 

 

 

※�
資
料
３
に
つ
い
て
は
、
町
村
ド
ッ
ト
コ
ム
（h

ttp
://

w
w
w
.zc
k.o
r.jp
/c
h
o
so
n

）に
も
掲
載
し
て
い
ま
す
。
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⑵　

手
続

本
事
業
債
に
係
る
起
債
協
議
等
を
行
う

場
合
、
総
務
省
に
計
画
を
提
出
す
る
必
要

が
あ
る
が
、
関
係
省
庁
に
事
前
に
計
画
を

提
出
し
、
確
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
の
で
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

な
お
、
河
川
、
治
山
、
砂
防
、
農
業
水

利
施
設
等
の
個
別
分
野
ご
と
の
詳
細
な
事

務
手
続
等
に
つ
い
て
は
、
個
別
分
野
ご
と

に
総
務
省
と
関
係
省
庁
の
連
名
で
事
務
連

絡
を
発
出
し
て
い
る
の
で
参
照
さ
れ
た
い

（
資
料
３
参
照
）。

４　

本
事
業
債
の
積
極
的
な
活
用

平
成
30
年
７
月
豪
雨
、
平
成
30
年
台
風

第
21
号
、
平
成
30
年
北
海
道
胆
振
東
部
地

震
な
ど
、
近
年
、
大
規
模
な
自
然
災
害
が

相
次
ぐ
中
、
持
続
可
能
な
地
域
社
会
の
実

現
の
た
め
に
は
、
地
域
に
お
け
る
防
災
・

減
災
の
取
組
は
極
め
て
重
要
で
あ
る
。

本
事
業
債
の
事
業
期
間
が
「
３
か
年
緊

急
対
策
」
と
合
わ
せ
て
令
和
２
年
度
ま
で

と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
各
都
道

府
県
・
市
町
村
に
お
か
れ
て
は
、
本
事
業

債
を
積
極
的
に
ご
活
用
い
た
だ
き
、
喫
緊

の
課
題
で
あ
る
防
災
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
に

取
り
組
ん
で
い
た
だ
く
こ
と
を
期
待
し
て

い
る
。

資料３

町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

2019年（令和元年） 9月16日　6



第3094号

地
域
循
環
共
生
圏
と
は
農
山
漁
村
も

都
市
も
活
か
す
こ
と

高
度
な
情
報
化
の
進
展
や
、
持
続
可
能

な
開
発
目
標
（
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
や
パ
リ
協
定

の
採
択
等
を
受
け
、
経
済
や
社
会
の
在
り

方
は
変
化
し
た
。
進
化
し
た
情
報
通
信
技

術
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
を
最
大
限
に
活
用
し
、
サ

イ
バ
ー
空
間
と
フ
ィ
ジ
カ
ル
空
間
を
高
度

に
融
合
さ
せ
た
取
組
に
よ
り
、
人
々
に
豊

か
さ
を
も
た
ら
す
「
超
ス
マ
ー
ト
社
会
」

（
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ 

５
・
０
）
の
実
現
を
目

指
す
必
要
が
あ
る
。

環
境
と
経
済
・
社
会
問
題
の
統
合
的
向

上
、
地
域
資
源
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
の

創
出
や
生
活
の
質
を
高
め
る
「
新
し
い
成

長
」
を
実
現
す
る
た
め
の
新
し
い
概
念
で

あ
る
「
地
域
循
環
共
生
圏
」
が
鍵
の
一
つ
。

日
本
発
の
脱
炭
素
化
・
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
実
現

に
向
け
た
考
え
方
と
い
え
る
。

地
域
循
環
共
生
圏
の
創
造
に
よ
り
、
地

域
づ
く
り
は
ど
う
変
化
す
る
か
。
地
域
固

有
の
資
源
を
活
か
し
、
モ
ノ
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
化
（
Ｉ
ｏ
Ｔ
）
や
人
工
知
能
（
Ａ

Ｉ
）
等
の
情
報
技
術
も
駆
使
し
な
が
ら
、

地
域
資
源
を
持
続
的
に
循
環
さ
せ
る
自

立
、
分
散
型
の
エ
リ
ア
を
形
成
。
農
山
漁

村
も
都
市
も
活
か
し
、
我
が
国
の
地
域
の

活
力
を
最
大
限
に
発
揮
す
る
、「
環
境
・

生
命
文
明
社
会
」
が
実
現
可
能
と
な
る
。

地
域
循
環
共
生
圏
を
構
築
す
る
た
め
、

太
陽
光
、
風
力
、
水
力
、
地
熱
等
の
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
家
畜
ふ
ん
尿
、
食
品

廃
棄
物
、
下
水
汚
泥
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
、

金
属
等
の
循
環
資
源
、
地
域
な
ら
で
は
の

文
化
・
風
土
に
即
し
た
自
然
資
源
等
を
活

用
す
る
事
例
を
紹
介
し
て
い
る
。

鳥
取
県
伯
耆
町
で
は
、
老
朽
化
し
て
い

た
焼
却
炉
の
合
理
化
等
を
背
景
に
、
病
院

や
老
人
福
祉
施
設
か
ら
収
集
し
た
使
用
済

紙
お
む
つ
を
、
破
砕
・
乾
燥
・
滅
菌
し
て

燃
料
化
す
る
取
組
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。

製
造
さ
れ
た
固
形
燃
料
は
、
同
町
の
温
泉

施
設
の
ボ
イ
ラ
ー
の
燃
料
と
し
て
使
用
し

て
お
り
、
可
燃
ご
み
や
燃
料
費
、
Ｃ
Ｏ
２

の
排
出
量
の
削
減
や
、
焼
却
炉
の
延
命
に

つ
な
が
っ
て
い
る
。

地
域
循
環
共
生
圏
の
構
築
は
、
地
域
の

課
題
解
決
の
み
な
ら
ず
、
地
球
環
境
の
諸

課
題
の
解
決
に
も
資
す
る
。
世
界
の
生
物

多
様
性
は
危
機
に
瀕
し
て
お
り
、
そ
の
保

全
と
回
復
を
図
る
必
要
が
あ
る
。そ
こ
で
、

日
本
に
根
付
く
自
然
共
生
の
智
慧
と
伝
統

を
活
か
し
つ
つ
、
現
代
の
科
学
と
技
術
を

統
合
し
て
自
然
共
生
社
会
を
目
指
す
「
Ｓ

Ａ
Ｔ
Ｏ
Ｙ
Ａ
Ｍ
Ａ
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」
を

展
開
。
地
域
の
自
然
資
源
を
持
続
的
に
利

用
す
る
こ
と
が
、
生
物
多
様
性
の
保
全
だ

け
で
な
く
地
域
の
人
々
の
生
活
の
向
上
に

つ
な
が
る
こ
と
、
付
加
価
値
の
高
い
農
産

物
の
販
売
や
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
等
に
よ
る

都
市
や
他
地
域
と
の
つ
な
が
り
が
、
地
域

の
発
展
に
貢
献
す
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
て

い
る
。

気
候
変
動
影
響
へ
の
適
応

近
年
、
気
温
の
上
昇
、
大
雨
の
頻
度
の

増
加
等
、
国
内
外
で
異
常
気
象
が
頻
発
し

て
い
る
。

２
０
１
８
年
、
特
に
梅
雨
が
明
け
た
７

月
中
旬
か
ら
下
旬
に
か
け
て
、
全
国
的
に

気
温
が
高
く
な
っ
た
。
消
防
庁
報
告
デ
ー

タ
に
よ
る
と
、
２
０
１
８
年
５
月
か
ら
９

月
ま
で
の
間
の
全
国
に
お
け
る
熱
中
症
に

よ
る
救
急
搬
送
人
員
の
累
計
は
９
５
、
１

３
７
人
に
達
し
、
前
年
同
期
間
の
５
２
、

９
８
４
人
と
比
べ
る
と
４
２
、
１
５
３
人

増
と
な
っ
た
（
図
１
参
照
）。
そ
の
う
ち
、

２
０
１
８
年
７
月
の
熱
中
症
に
よ
る
救
急

搬
送
人
員
は
５
４
、
２
２
０
人
、
死
亡
者

数
１
３
３
人
と
、
１
カ
月
の
熱
中
症
に
よ

る
救
急
搬
送
人
員
及
び
死
亡
者
数
と
し
て

は
、
２
０
０
８
年
の
調
査
開
始
以
降
過
去

最
多
と
な
っ
た
。

　

令
和
元
年
版
環
境
白
書
・
循
環
型
社
会
白
書
・
生
物
多
様
性
白
書
が
、
６

月
７
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
テ
ー
マ
は
、「
持
続
可
能
な
未
来
の
た
め
の

地
域
循
環
共
生
圏
―
気
候
変
動
影
響
へ
の
適
応
と
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環

の
取
組
―
」。
第
５
次
環
境
基
本
計
画
で
提
唱
し
た
「
地
域
循
環
共
生
圏
」

の
観
点
を
交
え
、
気
候
変
動
へ
の
適
応
と
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
体
制
の

構
築
に
向
け
た
様
々
な
取
組
を
紹
介
し
て
い
る
。

「
地
域
循
環
共
生
圏
」
の
考
え
方
を
活
用
し
、

グ
ロ
ー
バ
ル
な
課
題
解
決
へ
令
和
元
年
版
　
環
境
白
書
等
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２
０
１
８
年
６
月
に
気
候
変
動
適
応
法

が
国
会
に
て
成
立
、
12
月
に
施
行
。
現
在

及
び
将
来
の
国
民
の
健
康
で
文
化
的
な
生

活
の
確
保
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す

る
法
律
で
、
気
候
変
動
適
応
の
総
合
的
な

推
進
に
特
化
し
た
法
律
と
し
て
は
世
界
初

と
な
る
。

政
府
は
、
気
候
変
動
適
応
計
画
に
基
づ

き
、
農
業
、
防
災
、
熱
中
症
対
策
等
の
各

分
野
で
適
応
策
を
推
進
。
地
方
公
共
団
体

は
、
気
候
変
動
の
影
響
は
地
域
の
特
性
に

よ
っ
て
大
き
く
異
な
る
た
め
、
地
域
の
実

情
に
応
じ
た
適
応
策
を
推
進

す
る
こ
と
が
重
要
。企
業
は
、

気
候
変
動
が
事
業
活
動
に
及

ぼ
す
リ
ス
ク
や
そ
の
対
応
に

つ
い
て
理
解
を
深
め
、
事
業

活
動
の
内
容
に
即
し
た
気
候

変
動
適
応
を
推
進
す
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。

個
人
で
取
り
組
む
べ
き
こ

と
と
し
て
、
暑
熱
・
熱
中
症

対
策
を
あ
げ
て
い
る
。
熱
中

症
を
予
防
す
る
た
め
に
は
、

こ
ま
め
な
水
分
補
給
（
汗
を

か
い
た
と
き
は
塩
分
も
補

給
）、
涼
し
い
服
装
や
日
傘
・

帽
子
の
活
用
等
が
重
要
。
水

害
・
土
砂
災
害
へ
の
対
策
で

は
、
施
設
整
備
等
の
ハ
ー
ド

対
策
に
加
え
、
住
民
へ
の
情

報
の
提
供
、
情
報
伝
達
等
の
訓
練
、
避
難
、

応
急
活
動
、
事
業
継
続
等
の
備
え
、
被
害

か
ら
の
早
期
復
旧
の
た
め
の
事
前
検
討
等

の
ソ
フ
ト
対
策
も
組
み
合
わ
せ
て
総
合
的

に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
体
制
の

構
築
に
向
け
て

マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
に
よ
る
海
洋

生
態
系
へ
の
影
響
は
、
世
界
的
な
課
題
と

な
っ
て
い
る
。
１
９
５
０
年
以
降
に
生
産

さ
れ
た
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類
は
83
億
ト
ン
超

で
、
63
億
ト
ン
が
ご
み
と
し
て
廃
棄
さ
れ

た
と
の
報
告
も
あ
る
。
毎
年
約
８
０
０
万

ト
ン
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
が
海
洋
に
流

出
し
て
い
る
と
い
う
試
算
や
、
２
０
５
０

年
に
は
海
洋
中
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
の

重
量
が
、
魚
の
重
量
を
超
え
る
と
い
う
試

算
も
あ
る
。
海
洋
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
の

主
要
排
出
源
は
東
ア
ジ
ア
地
域
及
び
東
南

ア
ジ
ア
地
域
で
あ
る
と
い
う
推
計
も
あ
る

こ
と
か
ら
、
開

発
途
上
国
を
含

む
世
界
全
体
の

課
題
と
し
て
対

処
す
る
必
要
が

あ
る
。

２
０
１
６
年

度
に
全
国
10
地

点
で
実
施
し
た

環
境
省
の
調
査

結
果
に
よ
れ

ば
、
回
収
さ
れ

た
ペ
ッ
ト
ボ
ト

ル
の
製
造
国
別

の
割
合
は
、
奄

美
で
は
外
国
製

の
割
合
が
8
割

以
上
を
占
め
た

ほ
か
、
対
馬
、

種
子
島
、串
本
、

五
島
で
は
外
国

製
が 

４
～
６

割
を
占
め
て
い
る
一
方
、
根
室
、
函
館
、

国
東
で
は
外
国
製
の
割
合
が
２
割
以
下

で
、
日
本
製
が
５
～
７
割
を
占
め
て
い
る

（
図
2
参
照
）。
外
国
か
ら
漂
着
す
る
ご
み

だ
け
で
な
く
、
日
本
か
ら
流
れ
出
る
ご
み

の
削
減
も
必
要
で
あ
る
。

環
境
省
は
、「
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
・
ス
マ
ー

ト
」
と
銘
打
っ
た
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
立
ち

上
げ
た
。
海
洋
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
汚
染図２　ペットボトルの製造国別割合

図１　救急搬送人員の年別推移
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の
実
態
の
正
し
い
理
解
を
促
し
つ
つ
、
国

民
的
機
運
を
醸
成
し
、“
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

と
の
賢
い
付
き
合
い
方
”
を
進
め
る
こ
と

を
後
押
し
す
る
。

ま
た
、
技
術
や
消
費
者
の
ラ
イ
フ
ス
タ

イ
ル
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
す
た
め
、

持
続
可
能
な
資
源
有
効
利
用
技
術
の
開
発

を
支
援
。
バ
イ
オ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
実
用

化
向
上
と
化
石
燃
料
由
来
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

と
の
代
替
促
進
を
図
る
た
め
、
技
術
開
発

や
イ
ン
フ
ラ
整
備
支
援
を
通
じ
、
利
用
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル
の
向
上
を
推
進
し
て
い
る
。

ワ
ン
ウ
ェ
イ
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
使
用

削
減
を
環
境
省
は
率
先
し
て
実
施
。「
プ

ラ
ス
チ
ッ
ク
と
の
賢
い
付
き
合
い
方
」
を

実
践
す
る
た
め
、
審
議
会
や
検
討
会
等
、

環
境
省
の
あ
ら
ゆ
る
会
議
に
お
い
て
、
ス

ト
ロ
ー
、
カ
ッ
プ
、
か
き
混
ぜ
棒
等
、
ワ

ン
ウ
ェ
イ
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
使
用
し
な

い
よ
う
徹
底
し
て
い
る
。
航
空
業
界
・
ホ

テ
ル
業
界
で
は
、
使
い
捨
て
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
ス
ト
ロ
ー
・
マ
ド
ラ
ー
の
廃
止
や
プ

ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装
・
製
品
か
ら
紙
・

バ
イ
オ
マ
ス
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
等
へ
の
代
替

を
実
施
。
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
使
用
削
減
の
取

組
は
広
が
り
を
見
せ
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興

福
島
県
内
に
お
い
て
生
じ
た
除
去
土
壌

等
を
保
管
す
る
た
め
、
中
間
貯
蔵
施
設
を

整
備
中
。
２
０
２
０
年
前
半
に
は
幹
線
道

路
沿
い
や
身
近
な
場
所
か
ら
仮
置
場
を
な

く
す
こ
と
を
目
指
し
つ
つ
、
２
０
２
１
年

度
ま
で
に
、
県
内
で
仮
置
き
さ
れ
て
い
る

除
去
土
壌
等
（
帰
還
困
難
区
域
を
除
く
）

の
お
お
む
ね
搬
入
完
了
を
目
指
す
。

放
射
性
物
質
に
汚
染
さ
れ
た
廃
棄
物
に

つ
い
て
、
放
射
性
物
質
汚
染
対
処
特
措
法

に
基
づ
き
処
理
を
実
施
中
。
福
島
県
に
お

い
て
は
、
２
０
１
７
年
11
月
か
ら
特
定
廃

棄
物
埋
立
処
分
施
設
へ
の
廃
棄
物
の
搬
入

を
開
始
し
た
。
引
き
続
き
安
全
第
一
に
適

切
に
事
業
を
進
め
る
。
福
島
県
外
に
お
い

て
は
、
各
県
ご
と
の
状
況
を
踏
ま
え
て
対

応
。地

元
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
た
、
脱
炭
素
や

リ
サ
イ
ク
ル
、
自
然
と
の
共
生
等
の
分
野

と
、
福
島
と
の
連
携
を
よ
り
強
化
し
て
い

く
取
組
を
行
う
、
復
興
の
新
た
な
ス
テ
ー

ジ
に
向
け
た
「
福
島
再
生
・
未
来
志
向
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
つ
い
て
も
推
進
。
官
民

連
携
に
よ
る
リ
サ
イ
ク
ル
等
の
環
境
技
術

を
活
か
し
た
産
業
創
生
、
自
然
公
園
等
の

自
然
資
源
の
活
用
、
脱
炭
素
ま
ち
づ
く
り

等
を
効
果
的
に
組
み
合
わ
せ
、
福
島
県
や

関
係
自
治
体
と
連
携
し
つ
つ
、
事
業
を
進

め
て
い
く
。

新
任
都
道
府
県
町
村
会
長
の
略
歴

　

徳
島
県
町
村
会
は
令
和
元
年
８
月
20
日

の
定
例
会
で
次
の
通
り
会
長
を
選
出
し
た
。

（
８
月
21
日
就
任
）

徳
島
県
町
村
会
長

那な

賀か

郡
那な

賀か

町
長

坂さ
か

口ぐ
ち

　
博ひ
ろ

文ふ
み

昭
和
23
年
５
月
７
日
生

【
住
所
】
那
賀
郡
那
賀
町
木
頭
名
字
松
畑

21
番
地

【
町
村
長
と
し
て
の
当
選
回
数
】
４
回

【
町
村
長
に
就
任
す
る
ま
で
の
経
歴
】
▽

昭
和
43
年
９
月
１
日
旧
木
沢
村
事
務
吏
員

▽
平
成
17
年
12
月
21
日
那
賀
町
助
役
▽
平

成
19
年
４
月
１
日
那
賀
町
副
町
長
（
自
治

法
改
正
に
よ
る
）
▽
平
成
19
年
４
月
16
日

那
賀
町
副
町
長
退
職
▽
平
成
19
年
４
月
22

日
～
那
賀
町
長

【
町
村
会
関
係
の
経
歴
】
▽
平
成
27
年
８

月
21
日
～
平
成
29
年
８
月
20
日
徳
島
県
町

村
会
副
会
長

【
主
な
業
績
】
▽
行
財
政
の
改
革
（
基
金

40
億
～
１
１
０
億　

地
方
債
２
３
８
億
～  

監
査
事
務
局
充
実)

▽
子
育
て
支
援
の
充

実
（
各
こ
ど
も
園
の
施
設
整
備
、
18
歳
ま

で
医
療
費
無
料
、
保
育
・
授
業
料
の
減
額

等
）
▽
情
報
通
信
網
の
整
備
（
携
帯
電
話

通
信
施
設
及
び
光
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
）
▽
安

全
・
安
心
な
町
づ
く
り
（
床
上
浸
水
対
策
、

消
防
救
急
体
制
の
充
実
、
学
校
及
び
公
共

施
設
耐
震
対
策
、
介
護
施
設
の
新
設
及
び

増
設
、
国
道
・
県
道
の
改
良
促
進
）
▽
交

通
弱
者
の
足
対
策
（
バ
ス
・
タ
ク
シ
ー
割

引
券
、
生
活
道
の
整
備
）
▽
地
域
特
産
物

の
普
及
拡
大
（
種
苗
・
施
設
支
援
）
▽
林

業
再
生
と
林
業
従
事
者
の
拡
大
（
林
業
事

業
体
の
拡
大
、
林
業
ビ
ジ
ネ
ス
セ
ン
タ
ー

建
築
及
び
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
策
定
）
▽
し

尿
・
ゴ
ミ
処
分
場
の
改
築
と
新
築
▽
定
住

人
口
の
確
保
（
定
住
住
宅
の
整
備
）

【
趣
味
】
農
業
・
釣
り
・
ス
ロ
ー
ジ
ョ
ギ

ン
グ
他
多
趣
味

【
家
族
】
妻

　

休
刊
の
お
知
ら
せ

　

９
月
23
日
付
の
町
村
週
報
に
つ
き
ま

し
て
は
、休
刊
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

第
３
０
９
５
号
は
９
月
30
日
付
の
発

行
と
な
り
ま
す
の
で
、
ご
了
承
の
程
、

よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

9　2019年（令和元年） 9月16日
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現地レポート 町村独自のまちづくり

四
万
十
町
の
概
要

２
０
０
６
（
平
成
18
）
年
３
月
20
日
に
旧

窪
川
町
、
旧
大
正
町
、
旧
十
和
村
が
合
併
し

て
誕
生
し
た
本
町
は
、
高
知
県
の
西
部
を
東

か
ら
西
へ
流
れ
る
「
日
本
最
後
の
清
流
」
と

い
わ
れ
る
四
万
十
川
の
中
流
域
に
位
置
し
、

東
南
部
は
土
佐
湾
に
面
し
て
い
ま
す
。
町
域

は
東
西
約
43
・
7
㎞
、
南
北
26
・
5
㎞
、
総

面
積
６
４
２
・
28
㎢
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
林

野
が
約
87
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

集
落
の
多
く
は
、
四
万
十
川
と
そ
の
支
流

の
河
川
沿
い
や
台
地
部
に
あ
り
、
一
部
は
土

佐
湾
に
面
し
た
海
岸
部
に
あ
り
ま
す
。
町
域

の
東
部
に
位
置
す
る
窪
川
地
域
は
、
標
高
２

３
０
ｍ
の
高
南
台
地
に
あ
り
約
2
、
０
０
０

ha
の
農
地
が
広
が
っ
て
お
り
、ま
た
、中
部
の

大
正
地
域
、
西
部
の
十
和
地
域
は
面
積
の
ほ

と
ん
ど
を
山
林
が
占
め
て
お
り
、
平
野
は
四

万
十
川
と
梼
原
川
沿
い
に
点
在
し
て
い
ま
す
。

産
業
面
で
は
、
古
く
か
ら
農
林
水
産
業
を

中
心
と
し
て
発
展
し
て
き
た
本
町
で
す
が
、

２
０
１
５
（
平
成
27
）
年
の
国
勢
調
査
に
よ

る
と
産
業
別
就
業
者
数
（
15
歳
以
上
）
は
、

第
一
次
産
業
が
2
、８
７
８
人
（
31
・
8
％
）、

第
二
次
産
業
が
1
、４
６
５
人
（
16
・
2
％
）、

第
三
次
産
業
が
4
、
６
６
９
人
（
51
・
6
％
）

▲

沈
下
橋

▲興津

高知県

四万十町

シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
か
ら
移
住
定
住
へ

四し

万ま
ん

十と

町
ち
ょ
う

高
知
県
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と
な
っ
て
お
り
、
農
業
面
で
は
、
生
産
量
日

本
一
の
シ
ョ
ウ
ガ
や
お
米
日
本
一
コ
ン
テ
ス

ト
で
特
別
最
高
金
賞
を
受
賞
し
た
仁
井
田
米

を
は
じ
め
、
ミ
ョ
ウ
ガ
・
ニ
ラ
・
ピ
ー
マ
ン

な
ど
、
ま
た
、
水
産
業
で
は
四
万
十
川
流
域

で
ア
ユ
や
ウ
ナ
ギ
・
テ
ナ
ガ
エ
ビ
な
ど
が
代

表
的
産
物
と
な
っ
て
い
ま
す
。

四
万
十
町
の
ま
ち
づ
く
り

本
町
で
は
四
万
十
町
ま
ち
づ
く
り
基
本
条

例
の
も
と
、「
山
・
川
・
海　

自
然
が　

人

が
元
気
で
す　

四
万
十
町
」
を
ま
ち

の
将
来
像
と
す
る
「
第
２
次
総
合
振

興
計
画
」
に
基
づ
き
、
総
合
的
か
つ

計
画
的
な
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
て

い
ま
す
が
、
社
会
経
済
情
勢
や
自
然

環
境
が
大
き
く
変
化
し
た
こ
と
や
、

地
方
分
権
社
会
の
進
展
に
伴
い
、
町

の
責
任
と
役
割
は
一
層
高
ま
っ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
町
民
と
行
政
が
ま
ち

の
課
題
や
将
来
像
を
共
有
し
、
協
力

し
て
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
重
要

な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

本
計
画
は
、
基
本
構
想
・
基
本
計

画
の
２
つ
の
柱
で
構
成
さ
れ
、
本
町

が
目
指
す
「
ま
ち
の
姿
」
を
描
く
と

と
も
に
、
そ
の
実
現
の
た
め
の
基
本

方
針
を
定
め
た
も
の
で
あ
り
、
計
画

期
間
は
、
基
本
構
想
が
平
成
29
年
度

か
ら
令
和
８
年
度
ま
で
の
10
年
間
、

基
本
計
画
が
前
期
と
後
期
の
各
５
年

間
と
な
っ
て
い
ま
す
。

本
町
の
現
状
や
課
題
等
を
踏
ま
え
、
ま
ち

の
将
来
像
を
実
現
し
て
い
く
た
め
の
方
針
を

３
つ
の
視
点
か
ら
ま
と
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
基

本
方
針
に
基
づ
く
政
策
目
標
の
実
現
に
向
け

た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
ま
す
。
各
分
野

に
お
い
て
様
々
な
施
策
を
行
っ
て
い
ま
す

が
、
そ
れ
ら
の
中
か
ら
移
住
施
策
の
取
り
組

み
に
つ
い
て
ご
紹
介
い
た
し
ま
す
。

移
住
定
住
促
進
対
策

日
本
の
人
口
は
、２
０
０
８
年
の
１
億
２
、

８
０
６
万
人
を
ピ
ー
ク
に
減
少
傾
向
が
続
い

て
お
り
、
国
立
社
会
保
障
人
口
問
題
研
究
所

で
は
、２
０
４
８
年
に
は
１
億
人
を
割
り
９
、

９
１
３
万
人
と
な
り
、２
０
６
０
年
に
は
８
、

６
７
４
万
人
ま
で
減
少
す
る
と
推
計
し
て
い

ま
す
。

高
知
県
の
中
山
間
部
に
位
置
す
る
本
町
に

お
い
て
も
、
全
国
的
な
傾
向
と
同
様
に
少
子

高
齢
化
が
年
々
進
み
、
人
口
減
少
は
避
け
ら

れ
な
い
も
の
と
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

２
０
０
６
（
平
成
18
年
）
年
３
月
の
合
併

時
に
お
け
る
本
町
の
人
口
は
２
１
、
２
２
６

人
で
し
た
が
、
２
０
１
５
年
に
は
１
７
、
３

２
５
人
ま
で
減
少
し
て
お
り
、
ま
た
、
20
代

と
30
代
の
女
性
の
人
口
は
、
２
０
１
０
年
の

１
、
２
９
５
人
か
ら

２
０
１
５
年
の
１
、

０
０
３
人
と
年
々
減

少
し
て
い
ま
す
。
本

町
の
合
計
特
殊
出
生

率
は
1
・
68
と
全
国

平
均
よ
り
高
い
も
の

の
、
若
年
女
性
数
が

減
少
し
て
お
り
、
そ

れ
に
伴
い
出
生
数
も

減
少
傾
向
に
あ
る
の

が
現
状
で
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況

を
受
け
、
本
町
で
は

平
成
23
年
度
よ
り
移

住
定
住
促
進
を
町
の

重
要
施
策
と
し
て
位

置
づ
け
、
様
々
な
施

策
を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
平

成
23
年
度
か
ら
平
成
30
年
度
ま
で
の
８
年
間

で
５
８
２
人
の
移
住
者
を
受
け
入
れ
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

～
移
住
施
策
の
主
な
取
り
組
み
～

＜

移
住
に
関
す
る
各
種
相
談
対
応＞

本
町
で
は
、
移
住
相
談
員
を
配
置
し
年
々

増
加
傾
向
に
あ
る
移
住
希
望
者
か
ら
の
相
談

（
電
話
、
メ
ー
ル
、
来
庁
、
移
住
相
談
会
等
）

に
対
応
し
て
い
ま
す
。

＜

空
き
家
調
査
・
空
き
家
情
報
の
発
信＞

平
成
26
年
度
に
は
町
内
全
域
で
空
き
家
調

査
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
、
活
用
で
き
る
空

 

 

 

 

 

 

 

第一次
産　業

第二次
産　業

第三次
産　業

分類
不明

就業者
数合計

総人口

2015（平成27年） 2,878 1,465 4,669 32 9,044 17,325

2010（平成22年） 2,922 1,599 4,646 40 9,207 18,733

2005（平成17年） 2,959 2,142 5,046 4 10,151 20,527

2000（平成12年） 3,256 2,652 5,229 5 11,142 21,844

1995（平成 7年） 3,898 3,056 5,438 10 12,402 23,081

産業別就業者数の推移 

▲産業別就業者数の推移（国勢調査・農林業センサス）
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産業別就業者数の割合 

▲産業別就業者数の割合（国勢調査・農林業センサス）
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き
家
が
８
０
０
件
あ
る
こ
と
が
判
明
し
ま
し

た
。
現
在
は
所
有
者
と
の
交
渉
を
行
い
な
が

ら
、
活
用
で
き
る
空
き
家
の
確
保
に
努
め
る

と
と
も
に
、
町
内
不
動
産
業
者
と
連
携
し
、

不
動
産
業
者
の
管
理
す
る
空
き
家
な
ど
に
つ

い
て
も
情
報
共
有
し
な
が
ら
移
住
ポ
ー
タ
ル

サ
イ
ト
に
掲
載
し
、
移
住
定
住
希
望
者
に
対

し
空
き
家
情
報
の
提
供
を
行
い
、
受
け
入
れ

態
勢
の
充
実
に
努
め
て
い
ま
す
。

＜

お
試
し
滞
在
施
設
の
整
備
及
び
管
理
運
営＞

移
住
希
望
者
に
と
っ
て
、
新
た
な
土
地
へ

移
り
住
む
こ
と
は
期
待
と
同
時
に
大
き
な
不

安
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
短
中
期
的
に
本
町
を

体
験
し
て
も
ら
う
こ
と
で
、
本
町
の
魅
力
を

直
接
感
じ
て
も
ら
う
と
と
も
に
、
不
安
を
解

消
し
て
い
た
だ
く
こ
と
を
目
的
に
、
平
成
24

年
度
か
ら
「
お
試
し
滞
在
施
設
」
の
整
備
に

着
手
し
、
こ
れ
ま
で
に
３
棟
を
整
備
し
て
き

ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
お
試
し
滞
在
施
設

の
利
用
が
移
住
に
繋
が
っ
た
ケ
ー
ス
も
あ

り
、
一
定
の
効
果
が
あ
り
ま
し
た
。

■
お
試
し
滞
在
施
設
の
概
要

１
．
入
居
対
象
者

・
将
来
的
に
本
町
へ
の
移
住
を
考
え
て
い
る
人

・�

入
居
期
間
中
、
周
辺
の
地
域
住
民
と
交
流

が
持
て
る
人

２
．
入
居
期
間

１
ヵ
月
単
位
（
最
長
３
ヵ
月
）

３
．
家
賃

月
額
１
０
、
０
０
０
円
（
光
熱
水
費
は
別

途
必
要
）

４
．
設
備

基
本
的
な
家
具
、
電
化
製
品
、
食
器
類
、

寝
具
等

ま
た
、
自
然
に
ふ
れ
あ
い
な
が
ら
田
舎
暮

ら
し
を
満
喫
し
た
い
と
い
う
、
移
住
希
望
者

の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
「
滞
在
型
市
民
農

園　

ク
ラ
イ
ン
ガ
ル
テ
ン
四
万
十
」
を
整
備

し
、
利
用
者
は
入
居
期
間
中
地
域
住
民
と
ふ

れ
あ
い
、
定
住
に
繋
が
る

有
効
な
施
設
と
し
て
活
用

し
て
い
ま
す
。

■�

滞
在
型
市
民
農
園
の
概
要

１
．
宿
泊
施
設
付
貸
し
農

園
：
22
区
画

［
利
用
料
金
］

Ａ
タ
イ
プ（
約
２
８
０
㎡
）

２
９
１
、
６
０
０
円
／
１
年

Ｂ
タ
イ
プ（
約
３
０
０
㎡
）

４
３
２
、
０
０
０
円
／
１
年

２
．
日
帰
り
型
農
園
：
16

区
画［

利
用
料
金
］

１
２
、
３
４
０
円
／
１
年

＜

中
間
管
理
住
宅
の
整
備

及
び
管
理
運
営＞

空
き
家
活
用
及
び
移
住

定
住
希
望
者
の
住
宅
確
保
の
施
策
と
し
て
、

町
が
所
有
者
か
ら
空
き
家
を
12
年
間
借
り
上

げ
中
間
保
有
す
る
、「
中
間
管
理
住
宅
」
の

整
備
を
平
成
26
年
度
か
ら
行
い
、
こ
れ
ま
で

に
22
棟
を
整
備
し
て
き
ま
し
た
。
改
修
等
に

要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
国
費
、
県
費
及
び

過
疎
対
策
事
業
債
を
活
用
し
、
一
棟
あ
た
り

約
９
０
０
万
円
を
か
け
て
改
修（
耐
震
含
む
）

し
て
お
り
、
利
用
者
が
安
心
し
て
暮
ら
す
こ

と
の
で
き
る
施
設
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
町
と
所
有
者
と
の
契
約
終
了
後
は

改
修
さ
れ
た
住
居
が
所
有
者
に
返
還
さ
れ
る

こ
と
か
ら
、
空
き
家
活
用
の
有
効
な
施
策
と

し
て
、
今
後
も
実
施
し
て
い
き
た
い
と
考
え

て
い
ま
す
。

18,726
17,325 14,469

13,372
12,410

10,727
9,994 9,356

15,441
13,876

12,419
11,086

9,838
8,662

7,597
6,652

5,835

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

将来展望（町の目標人口）
社人研推計（H25）

人
短期目標

15,711人
中期目標

11,545 人

長期目標

8,831 人

▲四万十町人口ビジョン▲

四
万
十
町
人
口
ビ
ジ
ョ
ン

うち県外 うち県外 うち県外

H23 50 40 7 5 15 12

H24 102 80 9 6 18 10

H25 134 110 17 12 37 28

H26 555 263 17 13 27 18

H27 701 339 26 18 45 28

H28 195 149 46 29 73 40

H29 227 173 125 61 190 79

H30 195 134 132 63 177 76

合計 2159 1288 379 207 582 291

年度
相談件数
（件）

移住組数
（組）

移住者数
（人）

 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 合計

旧十和村 4 5 4 6 5 2 26

旧大正町 2 3 5 2 3 3 18

旧窪川町 - - - - - 3 3

6 8 9 8 8 8 47

1 3 1 0 2 4 11

利用組数

移住実績

計

▲

移
住
相
談
件
数
等
実
績（
上
）、
お
試
し
滞
在
施
設
利
用
実
績（
下
）

▲

ク
ラ
イ
ン
ガ
ル
テ
ン
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■
中
間
管
理
住
宅
の
概
要

１
．
入
居
対
象
者

移
住
・
定
住
希
望
者

２
．
入
居
期
間

２
年
間
（
※
入
居
期
間
満
了
後
新
た
な
契

約
を
結
ぶ
こ
と
は
可
能
）

３
．
家
賃

月
額
１
７
、０
０
０
～
3
０
、０
０
０
円

４
．
物
件
数

22
件

＜

移
住
支
援
住
宅
の
整
備
及
び
管
理
運
営＞

少
子
高
齢
化
・
過
疎
化
が
進
む
地
方
で
は
、

使
用
し
な
く
な
っ
た
公
共
施
設
の
活
用
に
つ

い
て
も
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。本
町
で
は
、

こ
う
い
っ
た
施
設
を
活
用
し
移
住
希
望
者
に

提
供
す
る
こ
と
の
で
き
る
移
住
支
援
住
宅
を

整
備
し
て
お
り
、
今
後
も
公
共
施
設
の
活
用

及
び
住
宅
確
保
の
課
題
解
決
を
促
進
す
る
た

め
に
、
公
共
施
設
の
有
効
活
用
を
考
え
て
い

ま
す
。

■
移
住
支
援
住
宅
の
概
要

１
．
入
居
対
象
者

移
住
希
望
者

２
．
入
居
期
間

２
年
間

３
．
家
賃

２
Ｄ
Ｋ
：
月
額
２
３
、０
０
０
円
（
３
戸
）

４
Ｌ
Ｄ
Ｋ
：
月
額
３
８
、０
０
０
円
（
２
戸
）�

４
．
物
件
数

５
件

＜

移
住
定
住
各
種
補
助
制
度
の
充
実＞

「
お
試
し
滞
在
施
設
」や「
中
間
管
理
住
宅
」

な
ど
の
整
備
を
進
め
る
一
方
で
、
こ
れ
ら
の

施
設
を
利
用
し
た
方
に
本
町
へ
定
住
し
て
い

た
だ
く
た
め
の
施
策
と
し
て
、
各
種
補
助
金

を
整
備
し
て
い
ま
す
。
移
住
者
の
増
加
と
同

様
、
補
助
制
度
を
活
用
す
る
利
用
者
も
年
々

増
加
し
、「
移
住
か
ら
定
住
へ
」
と
い
っ
た

流
れ
が
確
立
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

・
移
住
促
進
家
賃
支
援
事
業
補
助
金

１
５
、
０
０
０
円
×
12
月

・
空
き
家
改
修
費
補
助
金

上
限
３
、
２
６
３
、
０
０
０
円　

※
耐
震

化
含
む

・
若
者
定
住
支
援
事
業
補
助
金

上
限
１
０
０
万
円

・
家
族
支
え
合
い
支
援
事
業
補
助
金

上
限
１
０
０
万
円
＜

地
域
お
こ
し
協
力
隊
制
度
の
活
用＞

少
子
高
齢
化
の
進
行
が
著
し
い
こ
と
や
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
が
困
難
と
な
っ
て
い

る
本
町
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
に
、
平
成

24
年
度
よ
り
地
域
お
こ
し
協
力
隊
制
度
を
活

用
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ま
で
に
、
46
名
の
協

力
隊
を
採
用
し
、
任
期
を
終
了
し
た
30
名
の

う
ち
17
名
が
定
住
し
て
お
り
、
そ
の
家
族
を

含
め
る
と
54
名
の
人
口
増
に
つ
な
が
っ
て
い

ま
す
。

ま
た
、
本
町
に
お
い
て
は
ミ
ッ
シ
ョ
ン
型

で
の
任
務
と
な
っ
て
お
り
、
地
域
振
興
や
伝

統
技
術
継
承
の
ほ
か
、
観
光
振
興
に
関
わ
る

協
力
隊
は
、
移
住
者
の
目
線
で
本
町
の
多
く

の
魅
力
を
発
信
し
、
本
町
の
認
知
度
ア
ッ
プ

に
も
貢
献
し
て
い
ま
す
。

＜

四
万
十
町
東
京
オ
フ
ィ
ス
の
開
設＞

平
成
23
年
度
か
ら
の
取
り
組
み
に
よ
り
移

住
者
は
増
加
し
、
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か

け
る
取
り
組
み
と
し
て
一
定
の
効
果
を
上
げ

て
き
た
一
方
で
、
移
住
者
が
増
加
す
る
こ
と

に
よ
り
住
宅
が
不
足
す
る
と
い
っ
た
課
題
が

で
て
き
ま
し
た
。

そ
こ
で
、
本
町
で
は
こ
れ
ま
で
Ｉ
タ
ー
ン

者
を
増
や
す
取
り
組
み
を
中
心
に
進
め
て
き

ま
し
た
が
、
Ｕ
タ
ー
ン
者
を
増
や
す
施
策
に

つ
い
て
も
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考

え
、
首
都
圏
に
お
い
て
、
本
町
出
身
者
及
び

本
町
に
関
心
の
あ
る
方
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

構
築
を
図
る
と
と
も
に
、
本
町
に
関
す
る
情

報
等
を
効
果
的
か
つ
効
率
的
に
発
信
す
る
こ

と
の
で
き
る
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ

り
、
本
町
へ
の
移
住
を
促
し
、
地
域
の
活
性

化
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
平
成
30
年

６
月
に
東
京
都
千
代
田
区
に
四
万
十
町
東
京

オ
フ
ィ
ス
を
開
設
し
ま
し
た
。

■�

四
万
十
町
東
京
オ
フ
ィ
ス
で
の
取
り
組
み

概
要

・
首
都
圏
と
本
町
を
結
ぶ
パ
イ
プ
役

・�

本
町
の
Ｕ
タ
ー
ン
促
進
を
図
る
た
め
、
関

係
者
同
士
の
連
絡
補
助

・�

さ
ま
ざ
ま
な
地
域
で
の
成
功
事
例
の
調
査

及
び
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

・�

首
都
圏
で
の
移
住
ニ
ー
ズ
の
把
握
及
び
関

連
施
設
と
の
情
報
共
有

・�

本
町
が
実
施
す
る
イ
ベ
ン
ト
情
報
な
ど
の

ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
な
発
信

・�

将
来
的
な
ア
ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ
プ
出
店
な
ど

の
調
査
拠
点

・
首
都
圏
ニ
ー
ズ
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
拠
点

・
四
万
十
町
応
援
女
子
部
の
活
動
拠
点

こ
れ
ま
で
述
べ
た
と
お
り
、
本
町
で
は
移

住
定
住
に
関
す
る
様
々
な
取
り
組
み
を
行

い
、
あ
る
一
定
の
効
果
は
出
て
い
る
と
考
え

て
い
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
今
後
も
厳
し

い
状
況
が
続
い
て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る

た
め
、
こ
れ
ま
で
行
っ
て
き
た
取
り
組
み
の

検
証
を
行
い
な
が
ら
効
果
的
に
施
策
を
展
開

し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

四
万
十
町
長　

中
尾　

博
憲

▲四万十町地域おこし協力隊
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平
成
18
年
３
月
27
日
に
山
武
郡
横
芝
町

と
匝
瑳
郡
光
町
の
旧
２
町
が
郡
界
を
越
え

て
、
千
葉
県
内
で
は
唯
一
、
合
併
し
て
市

制
に
繋
が
る
特
例
要
件
で
あ
る
３
万
人
に

満
た
な
い
人
口
約
２
万
７
千
人
の
横
芝
光

町
が
誕
生
し
ま
し
た
。

　

成
田
国
際
空
港
の
南
、
太
平
洋
に
面
し

た
九
十
九
里
海
岸
の
ほ
ぼ
中
央
に
位
置

し
、
東
京
都
心
か
ら
車
で
一
時
間
足
ら
ず

の
立
地
に
あ
り
ま
す
が
、
ほ
と
ん
ど
が
平

地
で
あ
る
と
い
う
地
形
を
利
用
し
た
農
業

中
心
の
町
で
す
。
高
齢
化
率
は
35
％
を
超

え
て
お
り
、
少
子
高
齢
化
と
人
口
減
少
対

策
の
た
め
、
地
方
創
生
を
極
め
て
積
極
的

に
推
進
し
て
い
ま
す
。

　

合
併
前
の
横
芝
町
と
光
町
は
、
平
安
時

代
以
前
か
ら
現
在
の
町
の
中
心
を
流
れ
る

栗
山
川
を
境
に
、「
上
総
の
国
」
と
「
下

総
の
国
」
と
別
々
の
国
で
各
々
の
文
化
を

形
成
し
て
き
ま
し
た
。

　

横
芝
地
域
に
は
多
く
の
古
墳
が
確
認
さ

れ
て
お
り
、
土
器
な
ど
貴
重
な
文
化
財
が

出
土
さ
れ
て
い
ま
す
。
中
台
地
区
の
大
宮

神
社
で
は
毎
年
夏
の
終
わ
り
に
「
風か

ざ

祭ま
つ
り

」

が
開
催
さ
れ
、
梯
子
の
上
で
演
じ
ら
れ
る

珍
し
い
「
梯
子
獅
子
」
が
奉
納
さ
れ
ま
す
。

　

一
方
、
光
地
域
の
虫
生
地
区
の
広
済
寺

に
は
８
０
０
年
以
上
の
昔
か
ら
現
在
ま

で
、
わ
ず
か
３
０
世
帯
足
ら
ず
の
小
さ
な

集
落
で
受
け
継
が
れ
て
い
る
仏
教
劇
「
鬼き

来ら
い

迎ご
う

」
が
、
８
月
16
日
の
お
盆
の
終
わ
り

を
告
げ
る
施
餓
鬼
供
養
の
後
に
奉
納
さ
れ

ま
す
。
こ
の
演
劇
は
国
の
無
形
文
化
財
に

指
定
さ
れ
て
お
り
、
地
域
の
皆
さ
ん
総
出

で
上
演
さ
れ
、
県
内
各
地
か
ら
酷
暑
の
境

内
に
多
く
の
観
客
が
訪
れ
ま
す
。
ま
た
、

１
０
８
０
年
前
に
東
国
の
平
定
の
た
め
京

都
か
ら
送
ら
れ
た
成
田
山
新
勝
寺
の
ご
本

尊
は
、
大
阪
か
ら
は
る
ば
る
船
で
運
ば
れ

て
き
て
、
当
町
の
尾
垂
ヶ
浜
に
上
陸
し
ま

し
た
。
現
在
は
浪
切
不
動
尊
像
が
建
立
さ

れ
て
お
り
、
年
２
回
、
成
田
山
新
勝
寺
の

僧
侶
ら
に
よ
る
大
法
会
が
開
催
さ
れ
、
当

町
の
景
勝
地
と
し
て
子
供
た
ち
を
含
む
地

域
の
皆
さ
ん
に
よ
り
美
し
く
整
備
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
長
い
歴
史
の
中
で
、
今
に

繋
げ
て
築
き
上
げ
て
き
た
各
々
の
文
化
を

融
合
さ
せ
て
、
新
た
な
文
化
の
創
造
が
で

き
れ
ば
と
切
に
願
う
も
の
で
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
合
併
し
て
13
年
が
過

ぎ
た
現
在
に
至
っ
て
も
郡
界
を
隔
て
た
合

併
の
弊
害
は
残
っ
て
お
り
、
環
境
衛
生
行

政
、
水
道
行
政
が
別
組
織
の
ま
ま
で
各
々

の
料
金
設
定
も
統
一
さ
れ
て
お
ら
ず
、
衆

議
院
小
選
挙
区
も
別
々
で
あ
る
た
め
、
衆

議
院
選
挙
の
際
に
は
２
か
所
の
開
票
所
が

必
要
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
町
民
の
日
々
の
暮
ら
し
の
中
に

も
文
化
の
違
い
を
感
じ
と
れ
ま
す
し
、
農

業
の
営
み
方
に
も
違
い
が
み
ら
れ
ま
す
。

　

平
成
30
年
３
月
13
日
に
は
、「
成
田
国

際
空
港
の
更
な
る
機
能
強
化
」
に
合
意
を

い
た
し
ま
し
た
。

　

現
在
あ
る
成
田
国
際
空
港
の
２
本
の
滑

走
路
延
長
線
上
に
位
置
す
る
当
町
は
、
開

港
以
来
、
航
空
機
騒
音
と
落
下
物
の
不
安

に
悩
ま
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
成
田

国
際
空
港
周
辺
の
自
治
体
の
う
ち
、
空
港

施
設
が
あ
る
地
域
は
都
心
へ
の
ア
ク
セ
ス

が
向
上
し
、
ま
た
税
収
入
が
潤
沢
と
な
っ

た
一
方
で
、
当
町
の
場
合
、
空
港
か
ら
都

心
へ
の
ア
ク
セ
ス
経
路
か
ら
外
れ
て
い
る

こ
と
や
、
滑
走
路
、
上
屋
と
い
っ
た
施
設

本
体
が
当
町
に
な
い
こ
と
に
よ
り
、
空
港

か
ら
の
恩
恵
を
受
け
て
い
る
実
感
は
少
な

く
、
自
治
体
間
で
地
域
振
興
や
財
政
面
で

の
格
差
が
顕
著
に
な
っ
て
い
る
現
実
が
あ

り
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
中
で
、
当
町
が
航
空
機
騒

音
を
ほ
ぼ
一
手
に
引
き
受
け
る
３
本
目
の

滑
走
路
建
設
と
夜
間
飛
行
制
限
の
緩
和
を

内
容
と
す
る
機
能
強
化
案
が
発
表
さ
れ
ま

し
た
の
で
、
町
内
の
意
見
調
整
は
非
常
に

厳
し
い
も
の
が
あ
り
ま
し
た
。
私
は
悩
み

に
悩
み
ま
し
た
が
、
機
能
強
化
案
の
影
響

や
今
後
の
効
果
を
総
合
的
に
判
断
し
、
こ

の
機
会
に
乗
り
遅
れ
る
こ
と
な
く
町
発
展

に
向
け
た
取
組
を
行
お
う
と
決
断
し
ま
し

た
。

　

現
在
、
町
で
は
九
十
九
里
海
岸
や
栗
山

川
な
ど
の
自
然
を
活
か
し
た
観
光
事
業
の

検
討
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
第
２
次

横
芝
光
町
総
合
計
画
を
は
じ
め
と
し
た
各

種
計
画
を
実
践
す
る
こ
と
で
少
子
高
齢
化

と
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
よ
う
、

20
年
あ
る
い
は
30
年
先
の
将
来
を
見
据
え

た
政
策
を
積
極
的
に
進
め
て
ま
い
り
ま

す
。

随  想

佐
さ

藤
とう

　晴
はる

彦
ひこ

千葉県横
よこ

芝
しば

光
ひかり

町長　

未来に向けた
文化の融合
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全国町村会館には、
会議室・宴会場のほかに、
ふたつのレストランもございます。
お気軽にお立ち寄りください。

和・洋食のレストランも
お気軽にご利用ください

●全国町村会館へのアクセス
・有楽町線・半蔵門線・南北線「永田町駅」
　3番出口徒歩1分
・丸の内線・銀座線「赤坂見附駅」徒歩8分
・タクシー東京駅から約20分

TEL.03（3581）0471
FAX.03（3581）0220
〒100-0014 東京都千代田区永田町1丁目11番35号
ホームページアドレス　http://www.zck.or.jp/kaikan

カジュアルレストラン「ペルラン」 和食処「さいかち」

※市町村職員共済組合等の宿泊助成券がご利用いただけます。

東京でのイベントに最適な
絶好のロケーションを誇る全国町村会館。
かけがえのないひとときを、
上質なサービスでおもてなしいたします。

3番出口

内
案
ご
の
室
客

ご予約・お問い合わせ

シングル
119室

ダブル
12室

ツイン
18室

SINGLE
ROOM

DOUBLE
ROOM

TWIN
ROOM

県人会など同郷者の集い、
同窓会、親睦会などの懇談会

観光PR、移住セミナー
職員採用試験などの説明会

職員旅行・家族旅行

和室もございますのでお問い合わせください。（禁煙ルームもご用意しております。）

さまざまな「集いの場」を
演出いたします

広さと設備が多彩な大ホールと、３つの
会議室がございます。
会議・研修、パーティーなどに幅広くご利用
いただけます。


